
 

 

矢板市矢板市矢板市矢板市自立支援医療（育成医療）支給自立支援医療（育成医療）支給自立支援医療（育成医療）支給自立支援医療（育成医療）支給事務事務事務事務取扱取扱取扱取扱要綱要綱要綱要綱 

（趣旨） 

第１条第１条第１条第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５８条第１項の規定に基づく自立支

援医療費（育成医療）の支給事務の取扱いについて、同法、障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０号。以下「政令」と

いう。）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平

成１８年厚生労働省令第１９号）及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律施行細則（平成２５年矢板市規則第２５号）に定めるもののほか、この要

綱で必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条第２条第２条第２条 この要綱において、「受診者」とは、自立支援医療（育成医療）（以下「育成医

療」という。）を実際に受ける者をいう。 

２ この要綱において、「受給者」とは、育成医療の支給を受ける者をいう。 

３ この要綱において、「申請者」とは、育成医療の支給認定を申請する者をいう。 

４ この要綱において、「世帯」とは、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基

づく住民基本台帳上の世帯をいう。 

５ この要綱において、「「世帯」」とは、原則受診者と同じ医療保険に加入する者であ

って、生計を一にするものをいう。 

６ この要綱において、「一部自己負担金」とは、医療保険各法の規定により保険給付を

受ける者が負担するべき額をいう。 

（対象者） 

第３条第３条第３条第３条 受診者は、身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第４条の規定による別

表１に掲げる程度の身体上の障害を有する児童又は現存する疾患が、当該障害又は疾患

に係る医療を行わないときは、将来において同別表に掲げる障害と同程度の障害を残す

と認められる児童であって、確実な治療の効果が期待できる者をいう。 

２ 受給者は、前項の児童の親権を行う者又は未成年後見人であって、矢板市に住所を有

し、育成医療を受ける月の属する年度（その月が４月から６月まである場合にあっては、

前年度）分の地方税法の規定による市村民税の同法第 292条第１項第２号に掲げる所得

割（同法 328条によって課する所得割を除く）の額の「世帯」における合計額が 23万５

千円未満であること。ただし、厚生労働大臣が別に定める者にあってはこの限りではな

い。 

（育成医療の内容） 

第４条第４条第４条第４条 育成医療の内容は、別表２のとおりとする。なお、入院時の食事療養費について

は支給しない。 

（指定医療機関） 

第５条第５条第５条第５条 育成医療は、都道府県知事（指定都市及び中核市の市長を含む。以下同じ。）が

指定する指定自立支援医療機関（育成医療）（以下「指定自立支援医療機関」という。）

において行うものとする。 

（支給認定の申請） 



 

 

第６条第６条第６条第６条    申請者は、自立支援医療費（育成医療）支給認定申請書（細則別記様式第２３号。

以下「支給認定申請書」という。）に次の各号に掲げる書類を添えて、申請者の居住地

を管轄する市長へ提出するものとする。 

 （１） 主として担当する医師が記載した自立支援医療（育成医療）意見書（細則別記

様式第２６号） 

 （２） 受診者及び受診者と同一の「世帯」に属する者の名前が記載されている被保険

者証、被扶養者証、組合員証等 

 （３） 腎臓機能障害に対する人工透析療法の場合にあっては、特定疾病療養受療証の

写し 

 （４） 現に育成医療を受けている場合は、当該医療の受給者証 

 （５） その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は到達した育成医療の支給申請が形式上の要件に適合しない申請であって、その

不備が補正できるときには、申請者に対して相当の期間を定めて、その不備の補正を求

めるものとする。 

なお、市が相当の期間を定めて、申請の不備の補正を求めたにも関わらず、当該期間

を経過しても不備が補正されないときには、原則として申請を拒否することができる。 

３ 市長は、到達した育成医療の支給申請が形式上の要件に適合しない申請であって、そ

の内容の補正が不可能なときは、申請者に対して、その理由を提示した上で、その申請

を拒否することができる。 

（支給認定） 

第７条第７条第７条第７条 市長は、前条の申請を受理した場合は、申請者に対して育成医療の要否に関し、

育成医療の対象となる障害の種類、具体的な治療方針、入院、通院回数等の医療の具体

的な見通し、育成医療によって除去軽減される障害の程度及び負担上限月額等につい

て、速やかに審査を行うとともに、支給に要する費用の概算額の算定を行うものとする。 

２ 市長は、育成医療の有効期間の設定に当たっては、３か月以内を原則とし、医師の意

見書における具体的治療方針及び治療見込み期間を考慮し決定するものとする。なお、

腎臓機能障害における人工透析療法及び免疫機能障害における抗ＨＩＶ療養等長期に及

ぶ場合についても最長１年以内とする。 

  ただし、育成医療の有効期間の始期については、医療費の支払事務に支障のない範囲

において当該診療開始の日に遡及させることができるものとする。 

  また、治療見込み期間の終期が満１８歳を超えるものであるときは、医師の意見書に 

おける具体的治療方針及び当該治療見込み期間を慎重に検討し、やむを得ないと判断さ 

れる場合は、有効期間の終期を満１８歳を超えて設定しても差し支えない。 

  同一受診者に対し、当該受診者が育成医療を受ける指定自立支援医療機関の指定は原 

則一箇所とすること。ただし、医療に重複がなく、やむを得ない事由がある場合には、 

例外的に複数指定することができる。 

３ 市長は、審査の結果、当該医療の支給基準に適合すると判断した場合には、自立支援

医療受給者証（育成医療）（細則別記様式第２８号）（以下「受給者証」という。）及

び自立支援医療（育成医療）支給認定通知書（細則別記様式第２４号）を、申請者に交

付するとともに、当該育成医療を行う指定自立支援医療機関の長にその旨を通知（様式



 

 

第１）するものとする。 

  なお、受給者証の交付に当たっては、裏面に育成医療の具体的方針を詳細に記入する 

ものとし、自立支援医療費（育成医療）（以下「育成医療費」という。）の支給の範囲

は、受給者証に記載されている医療に限られるものとする。 

４ 市長は、審査の結果、当該医療の支給基準に適合しないと判断した場合には、通知書

（細則別記様式第２５号）により申請者に認定しない旨を速やかに通知するものとする。 

５ 市長は、受給者証の交付に際し、申請者に対する受給者証の取扱い等についての十分

な説明を行うとともに、受給者が死亡した場合又は当該受診者が育成医療を受ける必要

がなくなった場合は、受給者証を速やかに返還するよう指導するものとする。 

６ 指定自立支援医療機関の長は、第３項に規定する通知があったときは、これを医療給

付の終了まで保管しておくものとする。 

（育成医療費の支給） 

第８条第８条第８条第８条 育成医療費の支給は、原則として育成医療を行った指定自立支援医療機関の請求

に基づき支払うものとする。ただし、受給者が一部自己負担金を指定自立支援医療機関

に支払った場合には、受給者の申請に基づき支給することとする。 

（再認定） 

第９条第９条第９条第９条 受給者は、有効期間満了後も継続して育成医療費の支給が必要な場合には、支給

認定申請書に第６条第１項各号に掲げる書類及び有効期間が満了した受給者証を添え

て、期間満了の一月前までに居住地を管轄する市長へ提出するものとする。ただし、や

むを得ない事由により、当該申請が遅延した場合はこの限りではない。 

２ 前項に掲げる申請があった場合の認定については、第７条を準用する。 

（支給認定の変更） 

第１０条第１０条第１０条第１０条 受給者は、当該医療の有効期間内に、医療の具体的方針の変更をする場合には、

支給認定申請書（細則別記様式第２３号）に、医療の具体的方針の変更の必要性を詳細

に記した自立支援医療（育成医療）意見書（細則別記様式第２６号）を添えて、速やか

に市長に提出するものとする。 

２ 所得の変動などにより、負担上限月額に変更が生じた場合又は長期にわたり高額な治

療を行い、高額治療継続者への該当・非該当に変更が生じた場合若しくは治療を行って

いる指定自立支援医療機関に変更が生じた場合については、支給認定申請書（細則別記

様式第２３号）に市長が必要と認めた書類を添えて申請することとする。 

３ 市長は第１項及び第２項の規定により、申請を受理した場合には、申請内容を審査し、

変更の必要性があると判断した場合には、受給者証を訂正の上、申請者に自立支援医療

費（育成医療）支給認定（変更）通知書（細則別記様式第２４号）を、指定自立支援医

療機関へ自立支援医療費（育成医療）支給認定（変更）通知書（様式第１号）を送付す

るものとする。なお、市長は変更の必要性がないと判断した場合には、受給者へその理

由を添えて通知するものとする。 

４ 第１項から第３項までの規定により、受給者証の交付を行う場合の受給者番号は、変

更前の受給者番号と同一のものとする。 

５ 他市町村において既に育成医療を受給し、矢板市へ転入した者が育成医療を申請した

場合には、新規申請として取り扱うこととし、第７条の規定を準用する。ただし、受給



 

 

者の同意を得て、転入前の市町村へ当該受給者の育成医療に係る書類を取り寄せ、転入

前の市町村が認定していた有効期間を超えない範囲で支給認定を行うことは差し支えな

い。 

（受給者証の記載事項変更届出） 

第１１条第１１条第１１条第１１条 受給者証の中の受診者及びその保護者の氏名、住所や被保険者証に関する変更

等があった場合には、受給者は速やかに居住地の市長へ自立支援医療受給者証等記載事

項変更届（育成医療）（細則別記様式第３０号）及び変更を証する書類を添えて届け出

るものとする。 

２ 市長は前項の規定による届出を受理した場合には、届出内容を審査し、変更の必要性

があると判断した場合には、申請者へ訂正した受給者証と自立支援医療受給者証等記載

事項変更承認書（育成医療）（様式第２号－１）を、指定自立支援医療機関へ自立支援

医療受給者証等記載事項変更承認書（育成医療）（様式第２号－２）を送付するものと

する。 

（受給者証の再交付） 

第１２条第１２条第１２条第１２条    受給者は、受給者証を破損又は亡失したときは、速やかに自立支援医療受給者

証再交付申請書（育成医療）（細則別記様式第３１号）を居住地を管轄する市長へ提出

するものとする。 

２ 市長は、前項の申請があった場合には、本人であること、承認状況の確認等を行った

上で、申請者に対し、速やかに受給者証を再交付するものとする。 

（受給者の申請に基づき給する費用） 

第１３第１３第１３第１３条条条条 第８条のただし書きの対象となる費用は次の各号に掲げる費用とする。 

 （１） 治療用装具の製作に関する費用 

 （２） 移送に要する費用（以下「移送費」という。） 

（治療用装具費の支給） 

第１４第１４第１４第１４条条条条    受給者で、治療用装具費の支給を受けようとする者は、治療用装具の製作をす

る前に自立支援医療（育成医療）治療用装具費支給申請書（様式第３号）に次の各号に

掲げる書類を添えて居住地を管轄する市長へ提出するものとする。ただし、緊急を要す

る場合、その他やむを得ない事由により事後の申請になった場合には、この限りでない。 

 （１） 第三者に治療用装具費の製作を委託する場合、その見積書 

 （２） 育成医療の受給者証 

 （３） その他市長が必要と認めた書類 

２ 市長は前項の申請を受理した場合には、その内容を審査し、支給の必要があると認め

た場合には、自立支援医療（育成医療）治療用装具・移送費支給承認通知書（様式第５

号）により申請者へ通知するものとする。 

３ 治療用装具費の支給は、治療経過中に必要と認められた医療保険適用のものであり、

最小限度の治療用装具費に対して行われるものとする。 

４ 治療用装具は、治療経過中に必要と認められたものに対する支給であるため、現に育

成医療を受給していない者であって、治療用装具費を申請する場合には、支給認定申請

書により申請を行うものとする。 

５ 第１項による申請については、第６条に規定する自立支援医療費の申請書類のうち、



 

 

医師の意見書（細則別記様式第２６号）の「治療用装具費」の欄に詳細な記述があり、

かつ、第１項各号に掲げる必要な書類が添付されている場合には、自立支援医療（育成

医療）治療用装具費支給申請書（様式第３号）の書面を省略することができる。 

６ 市長は、審査の結果、当該治療用装具費の支給基準に適合しないと判断した場合には、

自立支援医療（育成医療）治療用装具・移送費支給不承認通知書（様式第６号）により

申請者に承認しない旨を速やかに通知するものとする。 

７ 受給者は、治療用装具を製作、装着し、治療用装具費のうち保険者負担分が給付され

た場合には、自立支援医療（育成医療）治療用装具費請求書（様式第７号）に次の各号

に掲げる書類を添えて、居住地を管轄する市長へ提出するものとする。 

 （１） 保険者の治療用装具費支給決定通知書 

 （２） 育成医療の受給者証 

（３）  治療用装具費の支払金額が判明する領収証等（明細がわかるもの。写しでも可） 

 （４） その他市長が必要と認めた書類 

８ 受給者は、前項に掲げる請求においては、委任状（様式第９号）を市長へ提出するこ

とにより、他の者にその請求を委任することができる。 

９ 市長は、第７項による請求書を受理した場合には、支給金額等を審査した上で、受給

者へ支給するものとする。 

（移送費の支給） 

第１５第１５第１５第１５条条条条 受給者は、移送費の支給を受けようとする者は、実際に移送を行う前に自立支

援医療（育成医療）移送費支給申請書（様式第４号）に次の各号に掲げる書類を添えて

居住地を管轄する市長へ提出するものとする。ただし、緊急を要する場合、その他やむ

を得ない事由により事後の申請になった場合には、この限りでない。 

 （１） 育成医療の受給者証 

 （２） その他市長が必要と認めた書類 

２ 市長は前項の申請を受理した場合には、その内容を審査し、支給の必要があると認め

た場合には、自立支援医療（育成医療）治療用装具・移送費支給承認通知書（様式第５

号）により申請者へ通知するものとする。 

３ 移送費の支給は、入院治療を必要としたとき又は転院せざるを得ないときに歩行する

ことが困難な場合に支給するものであり、医療保険による移送費の支給を受けることが

できない者について、移送するために必要とする最小限度の経費とするものとする。な

お、家族が行った移送等の経費については認められない。  

４ 移送費は、治療経過中に必要と認められたものに対する支給であるため、現に育成医

療を受給していない者であって、移送費を申請する場合には、支給認定申請書により申

請を行うものとする。 

５ 第１項による申請については、第６条に規定する自立支援医療費の申請書類のうち、

医師の意見書の「移送費」の欄に詳細な記述があり、かつ、第１項各号に掲げる必要な

書類が添付されている場合には、自立支援医療（育成医療）移送費支給申請書（様式第

４号）の書面を省略することができる。 

６ 市長は、審査の結果、当該移送費の支給基準に適合しないと判断した場合には、自立

支援医療（育成医療）治療用装具・移送費支給不承認通知書（様式第６号）により申請



 

 

者に認定しない旨を速やかに通知するものとする。 

７ 受給者は、移送が終了し、当該移送に係る費用の支払をした場合には、自立支援医療

（育成医療）移送費請求書（様式第８号）と次の各号に掲げる書類を添えて、居住地を

管轄する市長へ提出するものとする。 

 （１） 育成医療の受給者証 

 （２） 移送費の支払金額が判明する領収証等（明細がわかるもの。写しでも可） 

 （３） その他市長が必要と認めた書類 

８ 受給者は、前項に掲げる請求においては、委任状（様式第９号）を市長へ提出するこ

とにより、他の者にその請求を委任することができる。 

９ 市長は、第７項による請求書を受理した場合には、支給金額等を審査した上で、受給

者へ支給するものとする。 

（育成医療に要した費用の返還） 

第１６第１６第１６第１６条条条条    市長は、虚偽、その他不正の手段により育成医療に要した費用の支給を受けた

者があるとき、または支給後に過誤額が確認された場合には、その者から当該費用の支

給額の全部又は一部を返還させることができる。 

（審査支払機関への委託） 

第１７第１７第１７第１７条条条条 指定自立支援医療機関から提出される診療報酬の審査及び当該機関への支払

いに関する事務は、社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体連合会（以下「審

査支払機関」という。）に委託して行うものとする。 

２ 指定自立支援医療機関の長は、各月に行った医療給付に係る診療報酬の請求を、健康 

保険の診療報酬の例により、審査支払機関に対して行うものとする。 

３ 市長は、審査支払機関から当該機関が指定自立支援医療機関に対して支払った診療報

酬の請求があったときは、内容を審査のうえ支払うものとする。 

４ 市長は、別に定めるところにより、審査支払事務に要する費用を審査支払機関に対し

て支払うものとする。 

 （他の法令及び他の医療費制度との関係） 

第１８第１８第１８第１８条条条条 医療保険各法の給付は、育成医療に優先して行われるものであり、医療給付を 

受ける児童が医療保険各法による被保険者又は被扶養者である場合は、健康保険の診療

報酬の例により算定した額から医療保険各法の規定により保険者が負担すべき額を控

除した額を、育成医療の対象とするものとする。 

２ 育成医療は、生活保護法第１５条に規定する医療扶助に優先して行われるものとする。 

３ 育成医療と小児慢性特定疾患治療研究事業（以下「小児慢性」という。)の両方が該当

するような疾患については、手術等で治療効果が期待し得るものについては育成医療 

を対象とし、そうでないものは小児慢性を対象とするものとする。 

４ 児童福祉施設（乳児院、養護施設等）に入所中の児童に対する育成医療の取扱いにつ 

いては次の各号に定めるとおりとする。 

（１） 施設入所中の児童が育成医療の対象となる疾患に罹患し、しかもいずれの医療保

険にも加入していない場合は、当該児童について施設入所の措置をした措置権者の

責任において、医療費の全額を児童保護措置費で支弁するものとする。 

（２）  施設入所中の児童が、いずれかの医療保険に加入しており、当該施設へ住民票と



 

 

併せて個別の被保険者証を携帯してきた場合は、医療保険各法の一部自己負担金を

育成医療の対象とする。 

（３） 施設入所中の児童が、前号により育成医療の支給認定申請を行う場合は、施設長

名をもって当該施設を管轄する市長に申請することができるものとする。 

５ 育成医療は、市及び県単独補助事業（こども医療、重度心身障害者医療、ひとり親医

療等）に優先して行われるものとする。 

 （育成医療支給によって取得した情報の管理） 

第１９第１９第１９第１９条条条条 市長は、当該育成医療支給によって取得した情報を適正に管理するものとす

る。 

 

 

   附附附附    則則則則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から適用する。 

  



 

 

 

別表第１（第３条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

育 
 

成 
 

医 
 

療 
 

の 
 

対 
 

象 

身体障害者福祉法第４条の規定による別表に掲げる程度の身体上の障害を有する児

童又は現存する疾患が、当該障害又は疾患に係る医療を行わないときは、将来において

同別表に掲げる障害と同程度の障害を残すと認められる児童であって、確実なる治療効

果を期待しうるものとする。 

 １ 給付の対象となる疾患は、障害区分により示せば、次のとおりである。（施行規則

第６条の 17） 

  (1) 視覚障害によるもの 

  (2) 聴覚、平衡機能障害によるもの 

  (3) 音声、言語、そしゃく機能障害によるもの 

  (4) 肢体不自由によるもの 

 (5) 心臓、腎臓、呼吸器、ぼうこう若しくは直腸、小腸又は肝臓の機能障害による

もの 

  (6) (5)を除く先天性の内臓の機能の障害によるもの 

   (7) ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害によるもの 

 ２ 内蔵障害によるものについては、手術により将来生活能力を維持できる状態の見込

みのあるものに限ることとし、いわゆる内科的治療のみのものは除かれること。なお

、腎臓機能障害に対する人工透析療法、腎移植後の抗免疫療法、小腸機能障害に対す

る中心静脈栄養法、心臓機能障害に対する心移植術後の抗免疫療法及び肝臓機能障害

に対する肝臓移植術後の抗免疫療法については、それらに伴う医療についても対象と

されること。  

３ 支給認定の有効期間中において、当該医療の対象疾病に直接起因する疾病を併発し

た場合は、その併発症の治療についても支給の対象とされること。 

        

        

        

   

 

 

 

  



 

 

別表第２（第４条関係） 

医 療 の 内 容 注 意 事 項 等 

 

１ 
診察 

普通の診察のほか、各種臨床検査又はエックス線による診察

を含み、処方箋の交付についても診察に伴う行為とする。 

 

２ 薬剤又は治療材料の支給 

１ 薬剤には、薬瓶、ガーゼ、油紙等を含む。 

２ 治療材料とは、氷、治療用装具、輸血に必要な血液等、

治療に直接必要な消耗品材料をいう。 

 

 

３ 
医学的処置、手術及びそ

の他の治療並びに施術 

１ 医学的処置とは、ほう帯の巻替、薬の塗布、注射等をい

うものとする。 

２ 手術とは、患部の切開，縫合等をいう。 

３ その他の治療とは、電気療法、放射線治療等の理学療法

又は電撃療法等の特殊療法をいう。 

 

４ 
居宅における療養上の管

理及びその治療に伴う世

話その他の看護    

１ 居宅における療養上の管理とは、訪問治療等による在宅

患者に対する医師の医学的管理をいう。 

２ 居宅における療養に伴う世話その他の看護とは、在宅患

者に対する訪問看護等をいう。 

 

５ 

病院又は診療所への入院

及びその療養に伴う世話

その他の看護 

療養に伴う世話その他の看護には、児童の保護者が付き添う

ことは含まれない。 

 

６ 

移送（医療保険により給

付を受けることができな

い者の移送に限る。） 

入院又は通院のため車等を利用することである。 

症状により歩行困難又は歩行不適当と認められるときに移送

を承認する。 

 


